
テーマ：「自主財源の確保に係る財務事務の執行及び管理の状況について」

第1　市税について

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

■指摘　□意見 ■措置済　□検討中　□その他 市民税課 内線3220

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

Ⅰ３（１）個人市民税の未申告者に対する実地調査方法の見直しにつ
いて（指摘）
　個人市民税の未申告者に対する実地調査を有効なものへ改善すべ
きである。

　Ｈ２６年度から下記の取組を行い、調査方法の改善を行った。
・調査対象者を校区毎に選別し、短時間で多くの訪問を行った。
・一人の対象者に対して、訪問時間や曜日を変え、最低２回以上の訪問を行った。

2015/3/31

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

□指摘　■意見 □措置済　■検討中　□その他 市民税課
納税課

内線3220
内線3258

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

Ⅱ３（６）滞納情報に基づく特別徴収への推進について（意見）
　滞納者情報を共有し、滞納者を特別徴収の対象になるような働きかけ
をされたい。

　納税課において、平成２６年度市・県民税が課税されている滞納者のうち給与所得者を
対象に、事業所ごとの滞納者数のリストを作成している。そのリストの提供があり次第、市
民税課において、滞納者が勤務する事業所に対して特別徴収への切替を働きかける。

2015/3/31

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

□指摘　■意見 □措置済　■検討中　□その他 税制課
納税課

内線3208
内線3258

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

Ⅱ３（８）岐阜市民への滞納整理状況の情報開示について（意見）
　適切な滞納整理事務に寄与するように、滞納整理の状況について、
充実した情報開示をすることが望まれる。

　平成２６年４月１日時点の岐阜市を除く中核市４２市、候補市６市を調査対象とすること
に決定した。今後は、モデルケースとされている浜松市の情報開示状況との比較を行
い、情報開示の範囲・内容を検討する。
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平成25年度　包括外部監査　措置状況報告



テーマ：「自主財源の確保に係る財務事務の執行及び管理の状況について」

平成25年度　包括外部監査　措置状況報告

第2　国民健康保険料について　　

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

■指摘　□意見 ■措置済　□検討中　□その他 国保・年金課 内線2267

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

Ⅲ１ 例外的な国民健康保険料の減免について（指摘）
　国民健康保険料の例外的な減免は安易に行うべきでなく、慎重に判
断すべきである。

　減免決定通知書において、減免理由が消滅した場合に申告が必要であること、偽りそ
の他不正の行為により減免措置を受けたと認められる場合は取り消す場合があることを
教示することとした。（岐阜市国民健康保険法施行規則を平成26年11月14日改正）
　また、取消基準について検討した結果、減免の決定は、世帯状況や収入状況を総合的
に判断しており、取り消しについても、同様な判断をする必要があるため、減免決定理由
の消滅を基準として、個々の減免事由に応じて対応することとした。

2015/3/31

第３　分担金及び負担金、使用料、手数料について
　Ⅰ 保育料について

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

■指摘　□意見 ■措置済　□検討中　□その他 保育事業課 内線2215

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

３（２）滞納者に対する差押えについて（指摘）
　悪質な滞納者については差押えを実施すべきである。

　悪質な滞納者につき、差押えが実施できるようマニュアルを作成した。

2015/3/31



テーマ：「自主財源の確保に係る財務事務の執行及び管理の状況について」

平成25年度　包括外部監査　措置状況報告

第３　分担金及び負担金、使用料、手数料について
　Ⅱ 使用料について

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

□指摘　■意見 □措置済　■検討中　□その他 社会教育課 内線6352

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

３（２）減額・免除制度の適切な運用について（意見）
　各施設における減額・免除制度が真にやむをえないものか内容を検
討されたい。

　地域まちづくりの将来的な方向性をかんがみ、公民館の今後のあり方について関係部
局で検討を行っているところであり、減免制度を含む料金体系については、公民館の今
後のあり方を検討する中であわせて検討する。 2015/3/31

措置状況についての区分 担当課 連絡先

■措置済　□検討中　□その他 行財政改革課 内線2486

措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日
個々の施設の減免は、施設所管部局が政策的な判断で設けるものであることを周知し
た。

2015/3/31

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

□指摘　■意見 □措置済　■検討中　□その他 歴史まちづくり課 内線2866

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

３（４）②（ⅰ）（ア）料金設定について（意見）
レンタサイクルの利用率向上のため、従量制の料金とすることを検討

されたい。

　負担軽減策の検討の結果、まずは短期的な収支の改善取組を行い、その後、需要が
高まり既存の仕組みでは対応できないと判断された場合に、ポートの増設と機械化・シス
テム化に合わせて従量制を導入する。
　また、短期的な取組の中で、営業時間の延長や定期利用料金の導入など利用率を向
上させる取り組みを行い、収支のバランスを改善していく。

2015/3/31

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

□指摘　■意見 □措置済　■検討中　□その他 教育政策課 内線6303

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

３（４）④幼稚園の料金設定と原価低減について（意見）
市立幼稚園の保育料について適時改定を行うこと、原価の低減を行う

ことが望まれる。

　平成27年度より、市立幼稚園は新制度への移行が決定した。
　子ども・子育て支援法において、利用者負担額＝保育料は国の示す上限額の範囲内
で市町村が定めることとなっており、市立幼稚園の保育料も、これまでの一律同額徴収か
ら所得階層ごとの応能負担とし、国の示す上限額の範囲内において金額を設定し徴収を
行っていくこととなる。
　今後、市内の他の私立幼稚園や他都市の状況をみながら、適切な保育料設定を検討
していく。

2015/3/31



テーマ：「自主財源の確保に係る財務事務の執行及び管理の状況について」

平成25年度　包括外部監査　措置状況報告

第３ 分担金及び負担金、使用料、手数料について
　Ⅲ 手数料について

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

■指摘　□意見 ■措置済　□検討中　□その他 行財政改革課 内線2486

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

３（１）手数料設定方法について（指摘）
　担当課に対して、手数料算定の原則を再確認する必要がある。

コストを的確に把握し、受益者負担の原則に基づく適切な金額を算定するよう庁内に通
知した。

2015/3/31

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

■指摘　□意見 ■措置済　□検討中　□その他 行財政改革課 内線2486

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

３（２）料金改定の検討について（指摘）
　手数料改定の検討が定期的に行われるよう、周知徹底すべきである。

受益者負担の適正化を図るため、各部局において継続的な見直しを実施するよう庁内に
通知した。

2015/3/31

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

□指摘　■意見 ■措置済　□検討中　□その他 行財政改革課 内線2486

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

３（３）手数料算定、改定の検討の記録について（意見）
将来の手数料改定の際の参考とするため、手数料改定の検討を行っ

た記録を保存しておくことが望ましい。

検討経過等の記録については、各部局において適切に保存されるものであることを周知
した。

2015/3/31



テーマ：「自主財源の確保に係る財務事務の執行及び管理の状況について」

平成25年度　包括外部監査　措置状況報告

第３　分担金及び負担金、使用料、手数料について
　Ⅳ ごみ処理有料化への対応について

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

□指摘　■意見 □措置済　■検討中　□その他 自然共生政策課 内線6402

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

３（１）⑤ごみ処理の有料化の推進について（意見）
　ごみ処理有料化を推進することが望まれる。

　平成26年3月に示した考え方に基づき、有料化を除くごみ減量施策、特に紙類（雑が
み）について減量・資源化に努めた。今後は、紙類に加え、生ごみ類やプラスチック類の
ごみの減量も進めながら、平成28年度にこれら取組による減量効果を内部・外部で検証・
評価し、有料化導入について判断を行う。

2015/3/31

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

□指摘　■意見 □措置済　■検討中　□その他 自然共生政策課 内線6402

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

３（１）⑥ごみ処理のコストについて（意見）
ごみ処理の手数料は、ごみ処理コスト、市民の受容可能性、負担感を
考慮し設定することが望まれる。

　有料化制度を実施すると仮定した際の料金体系や料金水準などを含む望ましい制度
のあり方について、環境審議会の答申内容や他都市の事例などを参考に検討を行っ
た。 2015/3/31



テーマ：「自主財源の確保に係る財務事務の執行及び管理の状況について」

平成25年度　包括外部監査　措置状況報告

第４　財産収入について
　Ⅰ 未利用資産の活用について

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

■指摘　□意見 □措置済　■検討中　□その他 管財課 内線3175

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

３（２）①（ⅱ）不法占用の早期解消による売却について（指摘）
不法占用を理由に売却できない土地について、不法占用の解消をよ

り積極的に進める必要がある。不法占用が解消されない場合には法的
手段も検討すべきである。

　不法占用解消に向けた具体的な手順を決定。今後は顧問弁護士の指導のもと手続き
を進める予定。

2015/3/31

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

■指摘　□意見 □措置済　■検討中　□その他 管財課 内線3175

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

３（２）①（ⅲ）占有料の徴収について（指摘）
　不法占用者から占有料を徴収すべきである。

　交渉を重ねたものの進展なし。今後は法的措置も検討中。

2015/3/31

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

■指摘　□意見 □措置済　■検討中　□その他 管財課 内線3175

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

３（２）②農地等の低価額での処分について（指摘）
行政に活用する手段のない農地を保有しているが、維持のためのコ

ストが発生するのみであるため、低価額であっても早急に処分すべきで
ある。

　農業委員会と協議を行いつつ、農地法に適合した売却・貸付の方法についての検討を
継続中。

2015/3/31



テーマ：「自主財源の確保に係る財務事務の執行及び管理の状況について」

平成25年度　包括外部監査　措置状況報告

第４　財産収入について
　Ⅱ　広告事業について

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

□指摘　■意見 ■措置済　□検討中　□その他 行財政改革課 内線2486

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

３（１）広告媒体の所管課に対するインセンティブについて（意見）
広告収入は広告媒体の所管課の特定財源となること、予算編成にお

いては広告事業による収入増加を加味した歳出予算の編成が可能で
あることを明示し、広告収入の獲得が広告媒体の所管課にとって有益
であることを職員へ啓発する必要がある。

広告事業による収入を、広告媒体の制作費や施設の維持管理費に充てることを、広告事
業マニュアルに明記済。

2015/3/31

指摘及び意見の区分 措置状況についての区分 担当課 連絡先

■指摘　□意見 ■措置済　□検討中　□その他 行財政改革課 内線2486

指摘及び意見 措　　　　置　　　　状　　　　況 経費節減効果 (最新)提出日

３（３）広告事業の継続的な推進について（指摘）
広告事業の運営上の問題を見直し、他都市の動向を考慮したうえで、

広告収入を拡大すべく継続的に広告事業を推進していく必要がある。

広告媒体の事業者提案制度など、他都市の先行事例について研究を実施した。

2015/3/31

＊提出日：2015/3/31の事項については、監査委員による公表日は、2015/4/13です。


